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海賊行為抑止のための国際法の発展の可能性
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行為が、海賊行為に含まれる点である。国内法において海賊をどのように
定義するかは各国の裁量であるが、公海上で取締まる場合に、海洋法条約
の定義の枠を超える外国船の行為を規制できるのかについては疑問が残
る。
普遍的管轄権については、具体的な規定を海賊対象法は持たない。した
がって、公海上での外国人による外国籍船舶に対する海賊行為を日本が処
罰することができるかどうかについては明示の規定がない。国際法上は普
遍的管轄権が認められており処罰は可能であるが、日本がソマリア沖で外
国籍の海賊を逮捕し、裁判のために日本まで連行するためには罪刑法定主
義からも明示の規定が必要であったという批判も
(51)
ある。しかしながらこの
点については、先のケニアの態度と呼応する点があり、条約上は権能とし
て定められている普遍的管轄権の行使であるが、国内法で国際法上の海賊
行為を犯罪として規定することにより、公海上でも国内法上は処罰義務が
発生することに
(52)
なる。
海賊対処法は第１条で航行の安全が国益として重要であることを述べ、
続いて当該法律の目的が、海洋法条約第100条の「すべての国が最大限に
可能な範囲で公海等における海賊行為の抑止に協力する」義務に基づいて
海賊行為の処罰を行うことであると明示している。日本は、海賊抑止の協
力義務の下、国際法上の海賊の処罰を義務として捉えているといえよう。
海賊規制のために各国がいかなる国際協力義務を果たさなければならな
いかを、海洋法条約は定めていないが、本章で概観してきたように、各国
は第100条に基づいて何らかの具体的な抑止のための行動をとってきてい
ると思われる。
(51) 森川幸一「海賊取締りと日本法」国際問題No.583,2009年７・８月、59頁。
(52) 大庭内閣官房総合海洋政策本部事務局長答弁『171回国会参議院外交防衛委員
会会議録』15号、平成21年６月２日、４頁。今年３月、インド洋で日本船社のタン
カーを襲った海賊を米国とトルコの警備艇が拘束し、日本に身柄が引渡された。海
賊対処法の運行支配未遂罪で12月１日に東京地検が４人のソマリア人を起訴した。
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結びにかえて
これまで検討してきたように、ソマリア沖の海賊を抑止するため、国際
社会は普遍的管轄権に基づき海賊の処罰を徹底させることで対応しようと
していると考えられる。国際法の海賊制度は定義に関しても、処罰のため
に国家に与えられる権能についても当初から議論があったが、しかしなが
ら国際社会は既存の法の適用では対応が難しいと思われる新たな問題に直
面した時でも、制度自体を失ってしまう危険性を十分に考慮し、安易に法
を変更することを選択せずに対処してきた。
ソマリア沖の海賊規制についても、国際社会はやはり法制度そのものを
変更するような規制方法はとらず、義務の中身を明らかにし、条文の解釈
によって海賊の処罰を徹底しようとしている。つまり、第105条の普遍的
管轄権規定が海賊船の拿捕国のみが裁判管轄権を持つのではなく、すべて
の国が有すると解釈して、積極的に管轄権を行使し、また第100条の抑止
のための一般協力義務が単なる宣言的な規定ではなく、本条から国内法の
整備や裁判での訴追義務など具体的な義務を導き出しうると考え、各国家
は、本来の意味での処罰の普遍性を確保しようとしている。ここに、義務
の内容の具体化から、法の発展の可能性を見出すことができる。
また一方、ソマリア沖に関する国際機構の対応は、すでに見た通り、決
議においてソマリア沖の海賊にのみ適用されると明示されており、沿岸国
の主権を制限するような措置はもちろん国際社会から簡単に受け入れられ
ることはない。しかしながら、海賊の拠点を自国領域内に有し、かつ海賊
が自国民である国家が、統治能力を持たない失敗国家である場合、当該国
家の合意を得た上で主権を制限するような措置をとることを可能とする国
際法が発展する可能性は決して否定はできないであろう。
本稿は海賊法制の新たな発展の可能性をわずかながらでも示そうとした
ものであるが、様々な対応策がとられながらもなかなか減少することのな
早法87巻３号（2012）370
いソマリア沖の海賊行為に関し、国際社会が今後どのような措置をとって
対応するのかを注視し、条約の内容の発展の可能性および新たな国際慣習
法としての成立の可能性を今後さらに検証していきたい。
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